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効果を示している。
ここで、学習面の不適応を学習適応の問題とみ
なして考察を続けたい。この学習適応とは、「学
習場面における種々の障害を乗り越え、能力相応
あるいはそれ以上の学習効果をあげていく傾向
（辰野・応用教育研究所，2007，pp. 6）」を指し
ている。これに対して、学習場面の障害を乗り越
えられず学習が滞る傾向にあることが学習不適応
である。つまり、学習適応は学習場面における学
習の過程に関する概念であるといえるだろう。
この学習不適応を示す生徒への支援に際しては
それ自体の改善に留まらず、生徒の学業ストレス
を低減させることまでを目指す視点が重要である
と考えられる（北尾，2002; 三浦・坂野，1996）。
学業ストレスとは、「学習者の能力を超える学業
に関する要求への身体的・心理的反応（Wilks, 
2008, pp. 107）」である。もとより思春期はさま
ざまな危機に陥りやすい発達段階であることもあ
り（Auerbach et al., 2010）、中学や高校への入
学や進級の時期は、生徒にとって心理的にストレ
スフルな状況であるといえる（Hankin et al., 
2007）。そのような移行期において学習につまず
き、学習不適応に陥ると、学業ストレスが生じる
ことが推測できる。こうした学習不適応が学業ス
トレスに与える影響を示唆する知見も得られてい
る。たとえば、野添・古賀（1990）によれば、不
登校に至る契機の 90%は「入学・新学年・転校
後の適応不全」、「成績の低下」など学校生活に関
するストレッサーとしてとらえることのできる出

I　問題と目的
1　高 1段階の学校不適応と学業ストレス
現在、中学校から高校への移行期における学校
不適応への対応が教育心理学の重要な問題の 1つ
としてあげられており（児玉・石隈，2015）、特
に高校初年次生（以下，高 1）における入学直後
からの適応問題に関心が寄せられている。文部科
学省の調査からは、高 1段階での中途退学の多さ、
及び中途退学につながる不登校の問題が示唆され
ている（文部科学省，2023; 粕谷・大谷，2016）。
これらは高校への進学後、学習や生活面での大き
な環境変化に適応しきれないことに起因した学校
不適応の現象ととらえられ、先行研究でも対策が
講じられているが（藤原・河村，2014）、現在の
ところ具体的な対応策は少ないと考えられる（伊
藤・工藤，2012）。
学校不適応への対応を検討するには、その背景
に着目する必要があるだろう。大対他（2007）は、
学校適応感の主要な因子の 1つとして学業的機能
をあげている。実際に、高 1の退学理由の上位に
「学校生活・学業不適応」、「学業不振」があげら
れている点を踏まえると（文部科学省，2023）、
高 1段階の学校不適応にも学習面における不適応
があると推察できる１）。そのため、学習面の適応
を促進することは不登校や退学を防ぐことにつな
がる可能性が考えられ、学習面の適応を高める学
習支援の研究が進められてきた。たとえば、山本・
織田（2018）は、説明文理解時に学習方略の 1つ
である構造方略を活用することを促す学習支援の
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較にあたり、本研究では、学習適応と学業成績の
双方を促進する因子を導出する。そして、その因
子が学習適応あるいは学業成績のいずれかを介し
て学業ストレスに及ぼす 2つの影響過程を比較し
検証することにしたい。
本研究では上記の因子を導出するにあたり、教
育分野で活動する公認心理師等に期待される授業
支援を取りあげたい（山本，2021）。授業支援とは、
授業の中での生徒に提供する学習支援をいう。こ
れは、高 1への学習支援は授業を離れては行い得
ないと考えて「授業の中」で支援を提供する考え
方である。学業ストレスの規定因と考えられる学
習適応と学業成績の両方を促進すると考えられる
授業支援をどの教科の「授業の中」で実施するか
について、本研究では、英語科の授業で行うこと
を想定したい。英語は他の教科と比較して、生徒
が不成功体験からつまずき、その後も継続的に苦
手意識を感じるようになりやすい教科である点が
指摘されており、もともと大きな支援ニーズがあ
るためである（浅野，1991; Kiyota, 2009; 清田，
2010; 西方，2013; 竹蓋・水光，2003）。この授業
の中で、英単語学習の学習方略の 1つとしての体
制化方略の使用を促す支援を提案する。英単語学
習の体制化方略とは、「同意語、類義語、反意語
をピックアップしてまとめて覚える」など、複数
の英単語を関連づけながら記憶する学習方略であ
り（堀野・市川，1997）、メタ認知的方略などの
間接的方略と比較して学業成績に直接影響しうる
直接的方略の 1つであると同時に（赤松，2017）、
英語の語彙の豊富さに直接影響しうる関連づけ方
略の一部である（内田，2021）２）。
それでは、英語の授業支援として英単語学習時
の体制化方略の使用を促すことは、どのように学
習適応あるいは学業成績のいずれかを介して学業
ストレスに影響を及ぼすと考えられるだろうか。
まずは、学習適応を介して学業ストレスに及ぼ
す影響についてである。学習適応は 4因子からな
り、その 1つには学習技能（たとえば、「覚え方・
考え方」など）が含まれている（辰野・応用教育
研究所，2007）。その学習技能の一部として、学
習方略が含まれている。この学習方略とは「学習
の効果を高めることをめざして意図的に行う心的

来事で占められている。また、八尋他（1993）に
よって作成された日本版社会的再適応評価尺度の
項目の中には、「本人の進学」がストレスフルな
イベントの 1つとして含まれている。関連して、
嶋田他（1992）は学習適応が学業ストレスを低減
することを示唆している。このような知見から、
学習適応を高めることが学業ストレスの低減につ
ながる可能性が考えられる。
以上のように、学習不適応から学業ストレスへ
の因果関係が推察される一方で、我が国では、学
業成績や進学・学歴に関わる受験の成否が極端に
重要視されていることが指摘されていることから
（三浦・上里，1999）、学業活動の成果としての学
業成績が学業ストレスの背景にあると考える者
は、学習に取り組む生徒も含め、多いと思われる。
またそれを示す知見も蓄積されている。たとえば、
学校生活で経験される主なストレッサーの 1つと
して、学習面の成績があげられている（三浦他，
1997; 神藤，1998a）。また、佐久間他（2009）は、
高校生は友人関係や教師関係と比較して学業につ
いてより強いストレス反応を示すことを報告して
いる。これらより、学業成績を高めることが学業
ストレスの低減につながる可能性が考えられる。
以上、みてきたように、学習適応（学習の過程）
と学業成績（学習の成果）のどちらもが学業スト
レスの規定因として位置付けることができると考
えられる。このことから、次の疑問点が出てくる。
高 1の学業ストレスに対して学習適応と学業成績
の両方が規定因であるとすると、この学業ストレ
スに及ぼす影響がより大きいのは学習適応と学業
成績のどちらであろうか。もしくは、どちらも学
業ストレスに対して同程度の影響を及ぼすのか。
この点に関しては、現在のところまだ十分に明ら
かにされていない。本研究ではこの問いを研究設
問としたい。

2　学習適応と学業成績を促す授業支援
学習適応と学業成績のそれぞれが学業ストレス
の規定因であるとすると、学習適応から学業スト
レスに向かう影響過程と、学業成績から学業スト
レスに向かう影響過程の 2つが仮定できる。本研
究ではこれら 2つの影響過程を比較する。この比
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英語科での授業支援による 2つの影響過程を取り
上げて比較検討した研究は、現在のところ存在し
ない。

3　本研究の目的
本研究では、英語科での授業支援という介入の
有無を表現するための変数として、英単語学習時
の体制化方略使用傾向の個人差を用いる。すなわ
ち、英単語学習時の体制化方略使用を促す授業支
援を行うことは、体制化方略の使用傾向を高める
ことを意味するものとする。こうした体制化方略
の促進に関して、以下の 2つの仮説が導出できる。

　  　仮説 1：英単語学習における体制化方略使
用傾向は、学習適応の促進を経て学業ストレ
スを低下させるであろう。

この仮説 1は、前節で述べた通り学習適応の要
素として学習技能があげられており（辰野・応用
教育研究所，2007）、学習方略と学習適応の関連
が見られる点、嶋田他（1992）から学習適応と学
業ストレスとの関連が示唆されている点を踏まえ
たものである。

　  　仮説 2：英単語学習における体制化方略使
用傾向は、英単語学習達成度と学業成績の促
進を経て学業ストレスを低下させるであろ
う。

この仮説 2は、学業活動の成果が学業ストレス
の主要な要因である点などを踏まえたものである
（三浦・上里，1999）。
以上の 2つの仮説に基づき、本研究は、体制化
方略使用傾向が学習適応を介して学業ストレスに
与える影響と、学業成績を介して学業ストレスに
与える影響とを比較し、どちらが学業ストレスの
低減により大きな影響を及ぼしているのかを検討
するものである。本研究で想定するモデルを
Figure 1 に示す。なお、学習適応と学業成績と
の間には双方向の因果関係を想定し、最終的に、
モデルの適合度が高い方を採択するものとする。

操作あるいは活動」（辰野 , 1997，pp. 11）である。
ここから学習適応は学習方略を含む概念だと考え
ると、効果的な学習方略の使用を促すことで学習
適応は高まると考えられる。代表的な学習方略と
して本研究は英単語学習における体制化方略の促
進に着目するが、この体制化方略はもちろん、英
単語学習時に限らず他の教科の学習にも有効とな
る学習方略である。たとえば、辰野（1997）は教
科全般において、体制化方略の活用が有効である
ことを示している。ここから英単語学習において
体制化方略の使用を促すことは学習適応全体にも
促進的影響を及ぼすといった可能性が推測され
る。本研究では、この英単語学習時の体制化方略
使用の促進が、英単語学習だけでなく、教科全般
への学習適応に促進的影響を及ぼすと考える。
次に、学業成績に及ぼす影響についてである。
堀野・市川（1997）から、英単語学習における体
制化方略の使用が英語の学業成績を高めることが
示されている。加えて、押尾（2017）は学習方略
の効果を教科間で比較したが、体制化方略は、国
語や数学、社会などの教科においても、広く「似
ているものを学習するときは、互いに似ていると
ころと異なるところをはっきりさせてまとめる」
といった形で使用され、英語以外の教科の学習に
も有効であった。つまり、英語という 1つの教科
において体制化方略を使用する学習者は、他の教
科においても同様に体制化方略を使用している可
能性がある。よって英単語学習における体制化方
略の使用を促すことは、英単語の達成度を媒介し
て、ひいては 5教科の学業成績を促すことにつな
がるかもしれない。
以上を総合すると、英語における英単語学習時
の体制化方略の使用を促す授業支援は、学習適応
あるいは学業成績のいずれかを介して学業ストレ
スに及ぼす 2つの影響過程が存在する可能性が考
えられる。つまり、前節で示したように学習適応
と学業成績はどちらも学業ストレスに影響すると
考えられているから、英語科での授業支援（英単
語学習時の体制化方略使用傾向）が、学習適応を
介して学業ストレスに及ぼす影響過程と、学業成
績を介して学業ストレスに及ぼす影響過程の 2つ
のルートが想定されるのである。しかし、これら
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た場合は、誠実かつ十分に答えることができるよ
う、いつでも質問に応じることを説明した。研究
への参加・協力は対象となる人の自由意志による
ものであり、一旦参加に同意した場合でも、いつ
でも取りやめることができることを保障した。な
お、対象者の全員が研究への参加に同意した。

4　質問紙の構成
質問紙として以下の5つの尺度を実施した。「学

習適応性検査」はマークシートを用い、その他は
Google Forms上で回答を求めた。
体制化方略使用傾向尺度　英単語学習における
体制化方略の使用傾向を測定するために、「体制
化方略使用傾向尺度」（堀野・市川，1997）を用
いた。質問項目は「1つの単語のいろいろな形（名
詞形・動詞形）を関連させて覚える」、「その単語
を使っている熟語を覚える」など計 7項目であっ
た。また、質問項目について「非常によく使用し
ている（7点）」から「全然使用していない（1点）」
の 7件法で回答を求め、7項目の平均点を算出し
た。
英単語学習達成度の自己評定　英単語の達成度
を測定するために、「英単語学習達成度の自己評
定」（寺澤他，2008）を用いた。具体的には、
repairなどの高校 1 年生が学習する単語を 7 単
語提示し、どの程度マスターしているのかについ
て「全くだめ（0点）」から「よい（3点）」まで
4件法で回答を求め、7単語の評定値の平均値を
算出した。
学習適応性検査　学習適応を測定するために、
教研式「学習適応性検査」（AAI）（辰野・応用教
育研究所，2007）を使用した。この検査は「学習
態度」、「学習技能」、「学習環境」、「学習活動を支
える 3つの力」の 4 因子からなっており、全 70
項目を 4件法で回答させた。「学習態度」は、「学
習の意欲」、「計画性」、「授業の受け方」に関する
19 項目、「学習技能」は、「本・ノートの取り方」、
「覚え方・考え方」、「テストの受け方」に関する
20 項目、「学習環境」は「学校の学習環境」、「家
庭の学習環境」に関する 11 項目、「学習活動を支
える 3つの力」は「自己効力感」、「自己統制」、「メ
タ認知」に関する 20 項目であった。因子ごとに、

II　方法
1　調査参加者
大都市圏内の公立高校の 1クラスに所属する 1
年生 40 名のうち、調査当日に出席した 32 名が参
加した。調査への参加は生徒の自主性に任せたが、
出席した全員が主体的に調査に参加した。また、
欠損値はなかったため 32 名全員を分析対象とし
た。対象校は、4年制大学への進学率が例年 30％
程度であり、文部科学省（2023）の調査結果と比
較して中途退学率は平均的であった。藤原・河村
（2014）は、卒業生の大学進学率が 0%～ 19%の
高校を「非進学校」、20%～ 79%を「進路多様校」、
80%～ 100%を「進学校」と定義しており、この
分類に基づくと対象校は「進路多様校」となる。
なお、対象としたクラスは入学時の進路希望にお
いて進学を希望した生徒のみが在籍する「進学ク
ラス」であった。このクラスは学力テストの結果
を受けて編成されてはいなかったが、対象校の教
員の所見によれば、「進路多様校」では平均的な
学力や授業態度を示すクラスであり、大学進学率
も藤原・河村（2014）の「進路多様校」に相当す
るものであった。

2　調査時期
2022 年 7 月中旬に、調査を実施した。

3　手続きと倫理的配慮
手続きとして、集団形式で質問紙調査を実施し
た。所要時間は 50 分程度であった。調査実施前
には、対象となる高校の校長及び教務主席、クラ
ス担任に研究者が調査の目的と意義を説明し、安
全な調査実施のための協働を依頼し、保護者の承
認を得た。説明の内容としては、研究の目的、内
容、手順、研究参加に伴う留意点等を含めた。ま
た、高校生及び保護者が研究に関して疑問を感じ

Figure 1　本研究で想定するモデル
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であった。教科別にみると、英語は 3.47 点（SD 
= 1.50）、数学は 4.16 点（SD = 1.33）、国語は 4.69
点（SD = 1.10）、理科は 4.13 点（SD = 1.29）、社
会は 4.06 点（SD = 0.94）であり、国語で最も高く、
英語で最も低い評定値が得られた。そして、学業
ストレスの平均値は3.87点（SD = 2.68）であった。

2　予備的検討
「体制化方略使用傾向尺度」（堀野・市川 , 
1997）の得点は最小で 1点、最大で 7点となる。
この尺度の中央値である 4点を基準として、4点
以上の参加者を体制化方略使用傾向上位群（以下、
上位群）、4点未満の参加者を体制化方略使用傾
向下位群（以下、下位群）とした。その結果、上
位群は 14 名、下位群は 18 名となった。
本研究の 2つの仮説のうち、少なくともいずれ
か一方が支持される場合を考えると、体制化方略
使用傾向の上位群は、下位群と比較して、以下の
ようになると予測できる。a）英単語学習達成度
が高くなる。b）学習適応と学業成績の両方か、
少なくともいずれか一方が高くなる。c）学業ス
トレスが低くなる。パス解析を用いた仮説の検証
の前に、本研究のデータがこの予測通りとなるか
を確認するため、t検定を実施した。
第 1に、英単語学習達成度の評定値（範囲 0-3）
について上位群と下位群の比較を行った。上位群
における英単語学習達成度の平均得点は 1.37 点
（SD = 0.68）、下位群における平均得点は 0.74 点
（SD = 0.67）であった。上位群と下位群の英単語
学習達成度の平均得点について対応のない t検定
で分析を行ったところ、有意差が認められた（t
（27）= 2.53, p < .05, d = .56）。
第 2に、学習適応の総合評価（範囲 1-5）につ
いて同様の比較を行った。上位群における学習適
応の平均得点は 3.57 点（SD = 0.70）、下位群に
おける平均得点は 3.02 点（SD = 0.88）であった。
上位群と下位群の学習適応の平均得点について対
応のない t検定で分析を行ったところ、有意差は
認められなかった。
第 3に、学業成績の総合評価（範囲 1-7）につ

いて同様の比較を行った。上位群における学業成
績の平均得点は 4.26 点（SD = 0.81）、下位群に

評定得点の平均値を算出し、5段階に換算した因
子別得点をコンピュータ処理によって算出した上
で、4つの因子別得点の平均値を学習適応の総合
評価とした。
学業成績　学業成績を評定するために、「主要
5教科（国語、数学、英語、理科、社会）の理解
度評定」を実施した。各教科の理解度について、「と
ても当てはまる（7点）」から「全く当てはまら
ない（1点）」の 7件法で回答を求めた。また、5
教科の理解度評定の平均値を学業成績の総合評価
とした。今回は生徒自身の自由意志で参加を決め
ており、個々のプライバシーを尊重し配慮したた
め、山本・織田（2018）に倣い自己評価法によっ
て生徒自身に学業成績を評定させた。
学業ストレッサー評価尺度　学業ストレスを測
定するために、「学業ストレッサー評価尺度の成
績ストレッサー項目」（神藤，1998b）を使用した。
項目は「学校の通知表が心配だった」、「学校の通
知表の成績が悪かった」など計 9項目であり、「全
然嫌でない（0 点）」から「非常に嫌だ（3 点）」
の 4件法で嫌悪性得点を算出した。また、同じ項
目を使用し「全然なかった（0点）」から「よくあっ
た（3点）」の 4件法で頻度を算出した。そして、
各項目において嫌悪性得点と頻度を掛け合わせた
値の平均値を算出し、評定値とした。そのため、
評定値の最低得点は 0点、最高得点は 9点となる。

Ⅲ　結果
1　各尺度の基本統計
まず、本研究で用いた各尺度の評定値の平均値、
及び標準偏差を算出した。英単語学習における体
制化方略使用傾向の平均値は3.19点（SD = 1.27）、
英単語学習達成度の平均値は 1.01 点（SD = 0.74）
であった。また、学習適応の平均値であるが、4
因子の総合評価（範囲：1-5）については3.26点（SD 
= 0.85）、因子別得点（範囲：1-5）については「学
習態度」が 3.27 点（SD = 0.94）、「学習技能」が 3.29
点（SD = 0.94）、「学習環境」が 3.42 点（SD = 1.03）、
「学習活動を支える 3 つの力」は 3.10 点（SD = 
0.96）であった。学習適応の中でも「学習環境」
が最も高い評定値であった。学業成績については、
5教科の総合評価の平均値は 4.06 点（SD = 0.94）
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スへの間接的なパスを仮定した。
第 2に、体制化方略使用傾向が学業成績を促し、
学業ストレスを低減させる影響過程について示
す。5教科の中でも英語の比重は大きく、その達
成度が他教科の達成度にも波及しうる点を踏まえ
ると（堀野・市川，1997）、英単語学習達成度の
高い学習者ほど 5教科の学業成績も高くなるであ
ろうと予測される。よって、体制化方略使用傾向
から英単語学習達成度へ、英単語学習達成度から
学業成績へのパスを仮定した。また、学習活動の
成果が学業ストレスに及ぼす影響が指摘されてい
るため（三浦・上里，1999）、英単語学習達成度
と学業成績から学業ストレスへのパスを仮定し
た。
以上のモデルについて、モデル内の各変数の相
関係数は Table 1 に示した通りである。また、
Amos28.0 を用いてパス解析を行った結果を
Figure 2 に図示した。なお、モデル内の学習適
応と学業成績の因子（変数）には、それぞれの総
合評価の値を用いている。また、モデル全体の適
合度指標はχ2 = 1.137、df = 3、p = .768、GFI = 
.986、AGFI= .930、NFI= .962、CFI = 1.000、
RMSEA = .000、AIC = 25.137 であり、モデルは
適合していると判断した３）。

Figure 2 に示した結果から、まず、体制化方
略使用傾向が学習適応に及ぼす正の影響（β = 

おける平均得点は 3.91 点（SD = 1.01）であった。
上位群と下位群の学業成績の平均得点について対
応のない t検定を行ったところ、有意差は認めら
れなかった。
第 4に、学業ストレスの評定値（範囲 0-9）に

ついて同様の比較を行った。上位群における学業
ストレスの平均得点は 3.72 点（SD = 2.76）、下
位群における学業ストレスの平均得点は 3.99 点
（SD = 2.62）であった。上位群と下位群の学業ス
トレスの平均得点について対応のない t検定を
行ったところ、有意差は認められなかった。
以上の結果、体制化方略使用傾向の上位群は下
位群と比較して、a）英単語学習達成度が高くなっ
た。b）学習適応と学業成績はいずれも高くなら
なかった。c）学業ストレスも低くはならなかった。
したがって、この予備的検討の段階では、体制化
方略使用傾向が学習適応と学業成績の両方、また
はいずれか一方を高め、学業ストレスを低下させ
るという予測を明らかに支持する結果は得られな
かった。しかし、これは、体制化方略使用傾向を
高めることが学習適応や学業成績、学業ストレス
に影響することはないという意味ではない。その
ことは、次に述べる仮説の検証で、パスモデルに
基づいて具体的に示される。

3　パス解析を用いた仮説の検証
ここでは、予備的検討と異なり、体制化方略使
用傾向の得点を上位・下位のカテゴリー変数とす
る処理をせず、元のままの連続変数として扱った。
その上で、体制化方略使用傾向が学習適応を介し
て学業ストレスに及ぼす影響過程と、体制化方略
使用傾向が学業成績を介して学業ストレスに及ぼ
す影響過程について、以下のように、モデルを構
築した。
第 1に、体制化方略使用傾向が学習適応を促し、
学業ストレスを低減させる影響過程について示
す。まず、体制化方略使用傾向から学習適応への
パスを仮定した。また、嶋田他（1992）から学習
適応と学業ストレスとの負の関連が示唆されてい
る点を踏まえ、学習適応から学業ストレスへの直
接的なパスを仮定した。最後に、北尾・速水（1986）
より、学習適応から学業成績を介した学業ストレ

Figure 2　  体制化方略使用傾向が学習適応と学業成績
を介して学業ストレスに及ぼす影響

.40*

.41*

.42*

.37*

-.40*

* p < .05

-.03
.14

R 2 = .17

R 2 = .16 R 2 = .36

R 2 = .12

Table 1　各変数間の相関係数
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では、この体制化方略使用傾向は、今回測定され
た学習適応の中のどのような因子に大きく影響す
るのだろうか。学習適応の基本的な要素の 1つは
学習技能であるから、英単語学習時に体制化方略
を積極的に用いる者ほど学習技能が高く、全体的
に学習適応が向上しているといった推測ができ
る。しかし、もちろん、英単語学習時の体制化方
略が学習適応の中の学習技能以外の因子に影響を
与えている可能性も考えられなくはない。たとえ
ば、体制化方略を使用して英単語学習をすること
で、自分がどの程度の英単語を理解しているのか、
あるいはどのように学習すれば効率的に英単語を
覚えることができるのかというメタ認知を身につ
けられるかもしれない。メタ認知は、今回測定さ
れた学習適応の要素の 1つである「学習を支える
3つの力」に含まれている。今後、体制化方略使
用傾向が、学習適応の各因子に対してどのような
影響を与え、学業ストレスの低減につながるのか
を詳しく検討する必要がある。この点は今後の課
題として言及する。

2　学業成績の媒介効果
結果を整理すると、学業成績の総合評価につい
て体制化方略使用傾向の上位群と下位群で対応の
ない t検定を行った結果、上位群の評定値と下位
群の評定値に有意差は認められず、体制化方略使
用傾向と学業成績との直接的な関係は示されな
かった。この結果はパス解析の結果と適合する。
パス解析の結果、体制化方略使用傾向から英単語
学習達成度を介して学業成績に及ぼす有意な正の
影響が認められたからである。体制化方略使用傾
向が 5教科全体の学業成績に与える直接的な影響
は確認できないが、仮説 2にある、体制化方略使
用傾向から英単語学習達成度を介して学業成績に
及ぼす間接的な影響は認められた形である。一方
で、学業成績から学業ストレスへの影響について
は、パス解析の結果、認められなかった。これら
の結果から、体制化方略使用傾向が学業成績を介
して学業ストレスに及ぼす影響過程の存在は、今
回は示されなかった。体制化方略使用傾向は英単
語学習達成度を介して学業成績を高めるかもしれ
ないが、これは、必ずしも学業ストレスの低減に

.41, p < .05）、学習適応が学業ストレスに及ぼす
負の影響（β = -.40, p < .05）がともに有意で、
体制化方略使用傾向が学習適応を介して学業スト
レスに及ぼす影響過程が認められた。ちなみに、
学習適応は学業成績にも有意な正の影響を与えて
いたが（β = .42, p < .05）、学業成績から学業ス
トレスへの影響が有意でなかったため、学習適応
から学業成績を介した学業ストレスへの間接的影
響は認められなかった。仮説 1は、体制化方略使
用傾向が学習適応の促進を経て学業ストレスを低
下させるであろうというものだったが、今回の結
果、この仮説は基本的に支持された。
一方、体制化方略使用傾向が学業成績を介して
学業ストレスに及ぼす影響過程については、認め
られなかった。体制化方略使用傾向は、英単語学
習達成度を介して学業成績に有意な正の影響を与
えていた（それぞれβ = .40, p < .05; β = . 37, p 
< .05）。しかし、英単語学習達成度及び学業成績
が学業ストレスに与える影響については有意では
なかった。仮説 2から、体制化方略使用傾向は学
業成績の促進を経て学業ストレスを低下させるで
あろうと予測されたが、支持されなかった。

Ⅳ　考察
1　学習適応の媒介効果
まず、結果を整理する。学習適応の総合評価に
ついて体制化方略使用傾向の上位群と下位群で対
応のない t検定を行った結果、有意差は認められ
なかった。一方で、パス解析の結果、体制化方略
使用傾向から学習適応へは有意な正の影響が認め
られた。また、学習適応から学業ストレスへの負
の影響が有意であったため、パス解析の結果から
は仮説 1の、体制化方略使用傾向が学習適応を介
して学業ストレスに及ぼす影響が認められた。こ
こから、英単語学習時の体制化方略使用による学
習適応の向上は、学業ストレスを低減できると考
えられる。
今回のパス解析の結果、英単語学習時の体制化
方略使用傾向が学習適応に直接正の影響を及ぼし
ていたことは、学習方略の 1つとしての体制化方
略の顕著な有効性（辰野，1997; 堀野・市川，
1997; 押尾，2017）を示唆すると思われる。それ
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階の学校不適応に対応するための学習支援の視点
を提供するものだということによる。これまで高
1 段階の学校不適応に対する対応策が不十分で
あった中で、本研究では英語の中での授業支援に
焦点を当て、具体的にどのような支援を提供する
ことで学校不適応の一部である学習不適応の解消
に効果を発揮しうるのかについて検討を行った。
結果、少なくとも「進路多様校」においては、「英
語科」の授業の中で英単語学習時の体制化方略使
用を促す適切な支援がなされたのなら、学習適応
の促進、そして学業ストレスの低下に至る影響過
程が機能するようになると期待できる。本研究に
おいては実際に授業を行ってはいないものの、生
徒が学校の中で多くの時間を過ごす「授業の中」
で教師や公認心理師が学習支援を行うことが、学
習不適応の解消につながる可能性を示すことがで
きた意義は大きいだろう。
一方で、本研究にはいくつかの課題があげられ
る。第 1 に、Figure 2 に示した因果関係モデル
のさらなる具体化である。たとえば、体制化方略
使用傾向が学習適応のどの因子に影響しているの
か、あるいは学習適応のどの因子が学業ストレス
に影響しているのかについては検討できていな
い。また、授業支援が英単語学習達成度を介して
学業成績に与える影響が認められたが、英単語学
習の成果がなぜ 5教科全体の学業成績についても
促進するのかは不明である。よって、今回のモデ
ルのより具体的な影響過程の検討が急務である。
第 2に、本研究においては、実際に英語の授業
支援を行っている訳ではなく、仮に支援を行って
体制化方略使用傾向が促進されたときに学習適応
と学業ストレスに与えると考えられる影響過程を
提示したに過ぎないという批判があるかもしれな
い。そこで今後は、英単語学習時の体制化方略使
用を促進するために、実際の英語の授業内で行う
具体的な授業支援の方法を考案した上で、その効
果を検証する必要がある。北尾（1991）に基づい
て山本・織田（2018）は適性処遇交互作用（ATI）
の理論に基づいた学習支援の 1つとして適性形成
型支援を提示している。これは、「未発達な高 1
の英単語学習における体制化方略を形成するよう
に指導すること」を意味する。この支援を経た結

つながるものではないことが示唆された。
今回学業成績から学業ストレスに与える影響が
認められなかったことは、三浦・上里（1999）よ
り示された学習成果が学業ストレスを低減すると
いう知見とは異なるものとなった。今後の課題に
おいても述べるが、本研究の対象者は「進路多様
校」の「進学クラス」に所属する高校生と限定的
であった。すなわち、対象者の属性によって学業
成績が学業ストレスに与える影響の有無が変化す
ることが考えられるだろう。

3　学習適応と学業成績の媒介効果の総括
本研究においては、英単語学習時の体制化方略
使用傾向の促進、すなわち英語科での授業支援が
学業ストレスに与える影響について、学習適応を
介した場合の影響過程と、学業成績を介した場合
の影響過程の 2 つを仮定した。Figure 2 に示し
た結果から、授業支援は、学習適応の促進を経て
学業ストレスを低下させると考えられたが、他方
で、授業支援から学業成績を介して学業ストレス
に与える影響は示されなかった。すなわち、今回
調査した「進路多様校」の「進学クラス」に在籍
する高 1の生徒において、学業ストレスを直接的
に規定しているのは「どの程度学習内容を理解し
ているのか」という学習の成果に関連した要素で
はなく、学習の過程に関連した要素であると考え
られる。これは、学業成績を高める、あるいは成
績を向上させることが必ずしも学業ストレスを低
下させるわけではないが、学習適応を高めること
は学業ストレスを低下させる有効な手段であるこ
とを示唆している。たとえば、偶然高い学業成果
を収めても、その学習の過程や学習方法の「つま
ずき」が解消されていなければ学業ストレスは低
減されないといった可能性がある。

4　意義と今後の課題
本研究により、「進路多様校」の「進学クラス」
に在籍する高 1において、英語の授業支援による
体制化方略使用の促進は、学習適応の向上を介し
て学業ストレスを低減させる可能性が示された。
これは、教育心理学にとって大きな意義ある知見
と思われる。なぜなら、本研究の知見は、高 1段
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る「学業面」は無視できないと考えられる。なお，1位
と 2 位の差は大きくなく，この 10 年でみても順位が入
れ替わる年度がある。

２）メタ認知的方略は近年注目されている自己調整学習の一
部であり，学習方略の継続的使用等に関わる。自己調整
学習の詳細は Zimmerman & Schunk（2011）参照。

３）Figure 1 で想定したように，学業成績から学習適応への
パスを仮定したモデルの検証も行った。適合度指標はχ2 
= 4.208，df = 3，p = .240，GFI = .950，AGFI= .751，
NFI= .861，CFI = .940，RMSEA = .114，AIC = 28.208
であり，GFIと比較して AGFIが大きく低下している点
を踏まえ，Figure 2 のモデルを採択した。
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